
平成 27 年 1１月４日

産 業 経 済 局  

北九州市新成長戦略の見直しについて 

  平成 25年３月に策定した新成長戦略は、３年目を迎える平成27年度に見直しを

行うこととしている。 

  戦略の見直しは、これまでの新成長戦略の取り組みの成果や課題、市内企業や有識

者のご意見や、「北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の内容等を踏まえ実施

する。 

１ 新成長戦略見直しに向けた論点整理     ・・・ 資料１のとおり 

２ 第５回新成長戦略推進懇話会議事要旨        ・・・ 資料２のとおり 

３ 新成長戦略の概要             ・・・ 資料 3のとおり 



新成長戦略見直しに向けた論点整理

「北九州空港将来ビジョン」
の策定
「北九州市スマートシティ
創造特区」への申請
Ｇ７エネルギー大臣会合の
開催決定
世界文化遺産登録
北九州市まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定
東九州自動車道の宮崎までの
全線開通予定

など

後継者問題を含めた、小規模
企業、中小企業対策の強化
地域製造業の競争力強化
中心市街地の活性化とサービス
産業の集積強化
魅力ある就業機会の確保・創出
と効果的な就職支援などによる
優秀な人材の市内への定着促進
各産業分野における人手不足の
解消 など

課題・問題点

Ⅱ．課題・新たな動き

新たな動き

Ⅳ．新成長戦略推進懇話会からの意見聴取

市内の有識者から、進捗状況について、意見を聴取 （4回開催）

Ⅲ．市内企業の動向・行政ニーズ等の分析

■成長・新規雇用が期待される分野
・医療福祉関連分野
・情報通信関連分野
・新製造技術分野 等

■成長分野に向けた課題
人材の育成・確保、資金調達、設備投資、
競合他社との競争 等

市内に本社をおく事業所へのアンケート調査及び個別ヒアリングを実施

■必要な産業振興策（順不同）
雇用支援、産業誘致、中小企業への発注
増大、人材育成・能力開発 等

これまでに、市内外の有識者(23名）と意見交換を実施

■国の新たな動き
・地方創生
・アベノミクス
・日本再興戦略
・ＴＰＰ

Ⅰ．見直しの背景

社会経済情勢の変化（H25～）

戦略の進捗状況

■雇用創出

目標：１万人(25～27年度)

実績：9,173人(25、26年度)

■市民所得の向上

目標：政令市中位 (32年度時点）

実績：2,981千円(23年度）→

3,029千円／人 (26年度)

■市内総生産（名目）

目標：4兆円(32年度時点）

実績：3兆2577億円(24年度)

■社会・経済情勢
・円高基調→円安基調
・株安・原油高→株高・原油安
・消費税率５％→８％
・有効求人倍率0.82→1.01
・訪日外国人836万人→1,341万人
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成果目標

＜見直しの視点＞

■現行の新成長戦略をベースとする

■北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略の実現

■魅力ある雇用の場の創出

■若者、女性の地元就職の促進

Ⅴ．見直しに向けた論点整理

＜重点検討項目＞

①中小・小規模企業の振興に関する方策

②ベンチャー企業等の創業倍増を促す方策

③ロボット・環境・エネルギー産業など、リーディング産業

の振興を加速化する方策

④SNSを活用したサービス産業の生産性向上や販路拡大

⑤リノベーションを絡めた、デザイナーやクリエイターなど

が活躍する都市型新産業の創出に向けた方策

⑥都心部における交流人口増や、外国人観光客増など

市外からの観光客増に向けた方策

⑦地元大学等と連携した、地元就職率向上に向けた方策
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資料１



○市内外の有識者(23名）との意見交換

○有識者からの提案（一部抜粋）

別添

北九州の強みである“ものづくり系”に絞った起業家支援をする方がスピードが上がる。IoT
の観点も重要。カルチャーとして根付くまでは、行政の支援が必要。北九州の強みのひと
つは素材産業。アジアが真似できないものをどれだけ育てるか。

北九州市も小さい商圏でしっかり稼いで幸せに暮らしたいという人たちを応援し、どんどん
小さな起業家が生まれて、良い循環を作る場を提供してはどうか。
思いっきりストレスのないまち、住める観光地として門司港は大変魅力がある。IT起業家な
どは、魅力を感じると思う。

○社会経済情勢の変化

○日銀短観業況判断ＤＩの推移

○本市有効求人倍率の推移

○市内企業の動向・行政ニーズ等の分析

○成長が期待できる産業分野

①医療・福祉79.9％
②情報通信71.3％
③新製造技術関連66.3％
④新エネ・省エネ64.7％
⑤環境関連58.7％

※市内に本社を置く事業所を対象にしたアンケート調査（有効回答３０３社）を実施。(複数回答可）

○成長分野に取り組む際の課題

①人材育成・確保64.4％
②資金調達33.7％
③設備投資27.7％
④競合他社との競争22.4％
⑤販路開拓18.8％

（１）ベンチャー企業等の創業倍増を促す、日本一起業しやすいまちづくりに関する方策

製造プロセスが３D化していく中で、設計図も電子データとしてやり取りされるのが一般的と
なっているが、市内中小企業は対応できていない。三次元データで部品設計のやり取りが
出来るように底上げをしていかなければいけない。
ビッグデータの活用やドイツ･インダストリー4.0などの動きがある中、工場の作業現場がどう
データ化され、より効率的な作り方に反映されるかなどの切り口がある。中小企業の生産性
向上に繋げ、高いレベルの生産水準を維持することが大事。
情報の安全管理は、今後も重要な視点。自然災害が少ないことに加え、世界的にみて、日
本は戦争や紛争がない地域。海外の情報セキュリティ拠点誘致にも目を向けてよいのでは
ないか。

（２）ロボット・環境・エネルギー産業など、リーディング産業の振興を加速化する方策

○行政に望むこと

・企業誘致により、多くの雇用の場と、高い給与が支払可能な企業を増やす。

・企業誘致で市全体の活力を底上げすることが大切。シリコンバレーのような新分野の産業支援は、５０～１００年スパン

の発展を見込むことができる。

・地元企業同士の学びの場の育成、マッチングも含めた事業承継サポートを行って欲しい。

・北九州は第三次産業が強くない印象。第ニ次産業は工場移転等で外部流出するリスクがあるため、第ニ次産業の外部

流出を防止する対策と共に、サービス業の育成により、若者が離れていかない対策をお願いしたい。

・新しい産業に力を入れる事は大事ではあるが、既存の産業には未来がなく、どうして良いかわからない状況の会社

が多いと思われる。やる気があり知識もある人をもっと積極的に支援するべきである。

・災害の少ない都市、２４時間空港をもっと全国にアピールして日本の産業をバックアップする情報集積都市を目指すべき。

・意欲的な若い方又はリタイア後のシニアの方など、起業を心に秘めている意欲を育てる事も大切な事だと感じている。

・近隣中核都市との連携による産業振興が重要である。

○必要な産業振興施策

①雇用支援33.3％
②産業誘致23.8％
（設備増設助成を含む）

③中小企業への発注増大22.4％
④人材育成・能力開発17.5％
⑤販売促進支援15.5％
⑤中心市街地・商店街振興15.5％

今後の北九州市で進めるべきだと思うのは、「都市型産業」。これまでになかった新業態もリ
ノベまちづくりと連携して生み出すとよい。
子育てとセットの施設により、街なかで稼ぐことができる女性の雇用を創出する。

社会が抱えている課題をビジネスで解決する。事業の継続性を重視しつつ、ニッチトップ・
ビジネスを展開し、収益はしっかり確保することが重要。社会課題のビジネス化として、外国
人向けのシェアハウスや、貧困国への皮革工場立地といった事例がある。

リノベーションなど、まち中からの再生に注目している。設計やデザインなど、クリエイティブ
な仕事をする人たちをまち中に集積させ、活性化することもこれから重要になる。商店街を
商業で復活しようと考えずに、居住という観点での活性化を追求することも大事だ。
新業態は、様々なものが出てくる。教育分野では、子どもを対象にした塾から、MBAをはじ
め、社会人の再教育といった分野が広がってきている。

（３）デザイナーやクリエイターなどが活躍する都市型新産業の創出に向けた方策

観光はよくなる。別府や湯布院に行くルートなど、鳥栖を周る必要がなくなるので、北九州
入りして大分方面に短時間で行けるようになる。北九州空港の利用は確実に伸びる。
コンベンションも高速道路のクロスポイント効果を活かし、スポーツ大会、イベント系などの
会場として魅力的な地域となる。
オタクカルチャーが発信できる「あるあるcity」の存在は大きい。工場鑑賞ツアーも強みで、
相当数のファンがいる。工場夜景などと組み合わせると、世界をマーケットに勝負できるの
ではないか。
次の展開として、下関市を含めた広域連携による産業振興（MICEや観光分野など）を取り
入れたらどうか。

（４）都心部における交流人口増や、外国人観光客増など市外からの観光客増に向けた方策

北九州市の良さである｢市民の暮らしや生活の質｣をさらに上げるような視点を加え、都市と
しての魅力を増していくような政策を盛り込んではどうか。
北九州市はものづくりをはじめ、各産業が充実しており、生活のしやすさ、生活環境の豊か
さなども兼ね備えている。通期時間も短いなど、「働きやすさ」という観点で優れた都市であ
る。合わせて、「働き甲斐」のあるまちである。｢働き甲斐｣や｢定着度｣を指標にして、北九州
の優位性をアピールしたらどうか。

（６）その他

○職業別 新規求人・求職バランスシート【常用（パートタイムを除く）】
（平成27年7月：北九州市内）

都市は外貨獲得を求めながらも、人口が減少していく中、持続的な都市運営を目指して、
地域内でお金を循環させる仕組みが重要になってくる。地域内でいかに働く場を作ってい
くかということが大事。

（５）地元就職率向上に向けた方策
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資料２ 

第５回北九州市新成長戦略推進懇話会 議事要旨 

日時：平成27年 10月 28日（水） 13:00～14:45 

場所：ホテルクラウンパレス小倉 ３階 ダイヤモンドホール 

＜雇用関係・人材確保＞ 

○最近は地元企業を志向する学生が多く、昔に比べると地元の学生を雇用する可能性は

多くなっている。地方の企業としては、地元で良い人材が来てほしい。 

○民間企業が成長していく中で、一番危機感を感じているのは人材が確保できないとい

うこと。今年は就職時期がずれたということもあるが、金融機関等に良い人材が集中

してしまう。また、中途でも良い人材が採用出来ず、アルバイトを募集しても来ない。 

○製造業、サービス産業は明らかな人手不足状態。ここへの対応は今後大きなポイント

になる。 

＜起業支援＞ 

○起業家を目指す学生は、経営を含め、多くのことを学ぶことができる中小企業に就職

した方が良い。そういうビジネスベンチャー的な若い人を育てることで、中小企業の

活躍、循環がうまれてくるのではないかと思う。 

○大学に入ってからでは間に合わないので、アメリカのように中学生から起業マインド

を育成することも必要。中学生・高校生に向けてキャリアプランのモデルを作って示

すのも面白いと思う。 

○国の創業補助金制度を活用して、多くの起業家が生まれているが、起業家の事業が 

本当に続くのかが心配である。起業はしたものの、これから先の事業が見通せない 

「起業家難民」を、市が独自の政策で支援していく。難民にならないようなサポート

体制が必要。 

＜企業支援の方向性＞ 

○市内のロボットメーカーから、「民生用ロボットは、長い目で見てシェアを伸ばす取り

組みを行っている。産業用ロボットは引き合いが多いが、システムインテグレータ人

材が不足している」と聴いた。生産性向上に対してアドバイスができる、理系人材の

層をより厚くする必要がある。 

○市内の民間企業が連携して業種業態を越えて互いが学び合うものを作ったり、もしく

はお互いの経営資源を活用して、このまちにしかないサービスを作ったり、それが、

まちの暮らしやすさなど住みやすさにつながると非常に良いのではないかと思う。 
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＜海外需要への対応＞ 

○中国は円安と人件費高騰（5年で2倍）で生産コストが日本と変わらなくなってきて

いる。ベトナムやミャンマーは中国と比べると低賃金だが、労働人口が少ないため、

外資が進出するとすぐに人件費が高騰する。 

こうしたことから、日本で生産してもコストがあまり変わらなくなってきている。品

質や安定生産の視点を加えると、日本もアジアといい勝負ができるようになってきて

いる。 

○グローバルサプライチェーンの中で、北九州市は大きな可能性を秘めており、東アジ

ア全体のサプライチェーンの核になるポテンシャルを持っている。円安が定着すれば、

さらにコスト競争力が増す。早い段階から、企業に強みと課題をヒアリングして、課

題解決に向けた環境整備を行うべきである。 

○為替が現在の水準で安定すれば、インバウンド需要は引き続き見込まれる。中国人は

企業ＣＭを信用しないので、ＳＮＳによる口コミが大きな威力を発揮する。 

＜地元就職、大学との連携＞ 

○北九州市立大学を中心に下関・苅田の大学が連携して、学生の地元就職などを促進 

する取り組みが、文部科学省のＣＯＣプラスの指定を受けた。 

これらの取り組みにより、地元就職率を１０％上げていく。 

＜当日欠席された構成員の意見＞ 

○当社は中小建設業だが、現在、首都圏、関西からも業務を受注している。建設の受発

注が広域・自由化しているように、自治体も広域から「選ばれる」時代になっており、

市の特徴や魅力を「見える化」して、ブランドとして育てていく必要がある。 

○「ゆめみらいワーク」で建築志望の京都大学法学部の女子大生など、色々な学生と対

話することができた。すぐに実績が出るイベントではないが、とても有意義だった。 

○どんな産業にもイノベーションを起こすためのデザイン思考が必要。ビッグデータを

うまく活用して、地域に対する戦略的なマーケティングを考えるべき。デザイン思考

を持った起業家にリノベーションなどのまちづくりをデザインしてもらうと面白いも

のができるのではないか。 



北九州市新成長戦略の概要 

◇歴史的円高による日本経済への影響 

◇少子高齢化と人口減社会の進行 

◇東日本大震災の発生とエネルギー問題 

◇サービス産業の位置づけの高まり 

◇情報社会・知識経済社会の進展 

◇アジアの成長と経済のグローバル化 

◇グリーン・イノベーションへの期待の高まり  

本市を取り巻く社会経済情勢

◇ものづくり産業の集積 

◇充実した都市・産業基盤 

◇学術研究都市などの知の集積 

◇エコタウンと環境産業・技術の蓄積 

◇国際戦略総合特区・環境未来都市のW選定 

◇豊富な実証フィールド 

◇新たな施設が集積する小倉・黒崎地区 

◇アジア諸都市とのネットワーク  

本市のポテンシャル（優位性） 

◇地域製造業の競争力強化 

◇人材の確保（学生の地元就職の推進） 

◇ものづくり現場での人材不足解消 

◇中心市街地の活性化とサービス産業の集積強化 

◇雇用の更なる改善 

◇所得水準の低さ      

本市の産業・雇用の課題 

目標：１万人（Ｈ20～2４年度） 

実績：9,892人（Ｈ20～2４年度）

新たな雇用創出

目標：5%程度向上（Ｈ24年度時点）

実績：▲３.９０%（Ｈ2４年度） 

市民所得の向上

目標：4兆円（Ｈ32年度時点）

実績：3兆２５７７億円（Ｈ2４年度）

市内総生産（名目）

産業雇用戦略の取組み成果 

５つの方向性とリーディングプロジェクト策定の背景等

◎地域企業のビジネス展開を推進する組織横断的な体制の整備 

◎中小企業の競争力向上 

○中小企業の経営支援  ○地域商業の活性化 

○ベンチャー企業の創出・育成 

◎地元製品・サービスの利活用の推進 

◎地元企業の高度化・新製品開発支援 

○研究開発・事業化支援 ○学術・研究基盤の推進 

◎地域活性化のための人材育成の強化 

◎充実した物流基盤を活用した物流振興         

方向性Ⅰ 地域企業が元気に活動し続ける環境整備

◎次世代自動車産業拠点の形成  

○次世代自動車（ＥＶ、ＦＣＶ、電気バス等）の工場立地 

○環境配慮型部品の供給基地の形成 

○北部九州自動車１５０万台先進生産拠点推進構想の推進 

◎我が国をリードするロボット産業拠点の形成 

○産業用ロボットの国内外シェアの拡大 

○民生用ロボットの開発支援 

○地域企業のロボット導入支援 

◎豊富な実績等を活かした環境産業拠点の形成 

○次世代資源循環型産業拠点の形成 

○環境配慮型製品・環境関連サービスの集積 

＜その他の主要施策＞ 

○素材・部材産業  ○航空機産業  ○立地環境の整備

方向性Ⅱ 高付加価値ものづくりクラスターの形成 

◎高齢者を中心とした健康・生活支援ビジネスの推進 

○高齢者の健康増進・長寿産業の振興 

○生活の質を支える生活支援ビジネスの振興 

◎にぎわいづくりによる集客交流産業の拡充 

○産業観光、歴史的資産、環境観光資源等を活用した集客促進 

○街なかのにぎわいづくり及び中心市街地活性化 

○空き家を活用したビジネスモデルの構築 

○地元産品の６次産業化の推進 

◎サービス産業の高付加価値化の推進及び情報通信産業の集積 

○サービス産業の集積促進及び高付加価値化の推進 

○北九州の特性を活かした情報通信関連産業拠点の形成 

○情報コンテンツ産業及び情報サービス産業の創出・育成 

＜その他の主要施策＞ 

○サービス産業に対する総合的な支援 

○農林水産業の生産基盤の整備や担い手の育成  

○北九州空港を核とした集客・航空関連産業の充実 

方向性Ⅲ 国内潜在需要に対応したサービス産業の振興 

◎アジアに貢献する都市インフラビジネスの展開  

○アジア低炭素化センターを核とした都市インフラビジネスの推進 

◎海外工場のサポート拠点の形成 

○市内工場のマザー工場化の推進 

○海外工場のサポート拠点化の推進 

◎北九州発ブランドの海外ビジネス支援 

○中小製造業の海外ビジネス支援 

○飲食、小売、サービス業の海外ビジネス支援 

＜その他の主要施策＞ 

○ブリッジ人材の育成・確保 ○海外とのネットワークの強化 

○海外ビジネスをしやすい環境の整備 

方向性Ⅳ グローバル需要を取り込む海外ビジネス拠点の形成 

◎省エネルギー（ネガワット）の推進  

○省エネ施策の推進 

○スマートコミュニティのビジネス化 

○市域全体へのスマート化の促進 

○省エネルギー、スマートコミュニティの国内、海外ビジネス展開

◎再生可能エネルギー・基幹エネルギーの創出拠点の形成 

○再生可能エネルギーの立地促進 

○基幹エネルギーの立地促進 

○再生可能エネルギー産業の拠点化推進 

○再生可能エネルギーの普及支援 

◎安定・安価で賢いエネルギー網の構築 

○安心して産業活動ができるようなエネルギー基盤の創出 

○最先端の産業コンビナートの構築 

○広域貢献するエネルギー網の環境整備 

方 向 性 Ⅴ  地 域 エ ネ ル ギ ー 拠 点 の 形 成 

雇用創出に向けて

○若者や女性、高齢者、障害者が働きやすい環境整備 

○求職者の年代や経験、能力等に応じた就業に必要な能力の向上

や、スキル取得への支援や就労体験を盛り込んだマッチング 

＜雇用機会の創出＞ 

・付加価値の高い産業の振興により、質の高い雇用を創出すること 

・雇用吸収力の高い産業の振興により、多くの雇用を創出すること 

・市民の個々の生活スタイルに合わせた多様な雇用機会を創出すること 

推進体制

○組織横断的な体制による推進。民間の知恵も積極的に取り入れ 

                     など 
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